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序 文 

 

カンボジア王国においては、1991 年の内戦終結以来、「法の支配」確立のための法制度及び司

法改革を国家の最重要課題の一つに位置付けてきました。しかしながら、基本法などの法体系が

十分に整備されておらず、政府職員並びに司法関係者の絶対的な不足などの理由により自力で法

令・制度の整備を行える状況ではありませんでした。こうした状況の中、我が国は、1999 年より

正式にカンボジアの法整備支援を開始し、以来 12 年あまりに渡り、協力を継続してきました。

これまでの我が方の協力により、カンボジアでは、民法、民事訴訟法及び関連法令の制定がなさ

れるとともに、法律を運用する裁判官などを育成する裁判官・検察官養成校の民事教育の改善も

進められてきました。 

2012 年 3 月に、現在協力実施中のプロジェクト（「法制度整備プロジェクトフェーズ３」及び

「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクトフェーズ２」）は終了する予定ですが、民法・

民事訴訟法の適切な運用がなされるためには、法律家や司法省職員、更には大学教授などが新し

い両法を体系的に理解することが不可欠であり、本認識に基づき、カンボジア王国政府から日本

政府に対して、更なる協力の継続に関する要請がなされました。本要請に基づき、同国の法整備

支援の実施に向けての情報収集と関係機関との協議を実施するため、平成 23 年 10 月 19 日から

10 月 28 日まで、調査団を現地に派遣し、司法省をはじめ、王立司法学院、カンボジア王国弁護

士会、及び王立法律経済大学の関係者などと新規プロジェクトの内容につき協議を行い、合意を

形成しました。 

同調査団の調査結果を取りまとめた本報告書が、関係者の参考資料として、今後の法整備支援

活動の進展に広く活用されれば幸いです。 

終わりに、本調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

 

平成 24年 3 月 

 

 独立行政法人国際協力機構 

                          産業開発・公共政策部長 桑島 京子  
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首都プノンペン（プロジェクト所在地） 

出典：University of Texas, Perry-Castañeda Library Map Collection. 

（http://lib.utexas.edu/maps/cambodia.html、2011年11月22日アクセス) 
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王立司法学院（RAJP）との協議 

 

司法省（MOJ）次官との協議 

 

弁護士会（BAKC）との協議 

 

王立法律経済大学（RULE）との協議 

司法省（MOJ）との M/M 署名式 

 

M/M 署名後、民法適用セレモニーに関する大臣

との意見交換 
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AUSAID Australian Agency for International 

Development 

オーストラリア国際開発庁 

BAKC Bar Association of Kingdom of Cambodia カンボジア弁護士会 

CCJAP Cambodia Criminal Justice Assistance 

Project 

カンボジア刑事司法支援プロジ

ェクト 

CLE Continuing Legal Education 継続教育 

CLJR  Council for Legal and Judicial Reform  法・司法改革評議会 

C/P Counterpart カウンターパート 

DANIDA Danish International Development Agency デンマーク国際開発援助庁 

EWMI East-West Management Institute イースト・ウエスト・マネジメ

ント・インスティテュート

（USAID の資金で活動している

米国を本拠とする NGO 団体） 
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International Cooperation Department, 

Research and Training Institute, Ministry 

of Justice, Japan 

法務省法務総合研究所国際協力
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JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人 国際協力機構 

LASSP 

 

Land Administration Sub Sector Program 国土管理サブセクター・プログ

ラム（フィンランド、ドイツ等

複数のドナーが国土管理都市計

画建設省に対し、土地関連立法

や登記システム構築等を支援し

ているプログラム） 

LTC  Lawyers Training Center  弁護士養成校 

MLMUPC Ministry of Land Management, Urban 

Planning and Construction 

国土管理都市計画建設省 

M/M Minutes of Meeting 協議議事録 

MOJ Ministry of Justice, Kingdom of Cambodia カンボジア司法省 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マト

リックス 

P/O Plan of Operation 活動計画 

R/D Record of Discussion 討議議事録 

RAJP Royal Academy for Judicial Profession 王立司法学院 

RSJP Royal School for Judges and Prosecutor 王立裁判官・検察官養成校 

RULE Royal University of Law and Economics 王立法律経済大学 

SWG Sub- Working Group サブワーキンググループ 

USAID United State Agency for International 

Development 

米国国際開発庁 

WG Working Group ワーキンググループ 

 





 

事業事前評価表 

 

国際協力機構産業開発・公共政策部法・司法課 

１．案件名  

 国 名： カンボジア国 

 案件名： 和名 民法・民事訴訟法普及プロジェクト 

 英名 Legal and Judicial Development Project （Phase IV） 

  

２．事業の背景と必要性  

（1）当該国における法・司法セクターの現状と課題 

カンボジアにおいては、20 年にわたる内戦により、1991 年の内戦終結時には既

存の司法制度が壊滅状態にあり、法曹人材も一桁程度しか生存していないと言

われる状況であった。このような中、カンボジア政府は、「法の支配」の確立のた

めの法整備・法司法改革を国家の重要課題の一つとして位置づけてきた。 

JICA は、かかる状況下、1999 年から現在まで 12 年に亘り、民法及び民事訴

訟法の起草を法制度整備プロジェクトフェーズ１（1999 年～2003 年）にて、ま

た両法の立法化と付属法令の起草をフェーズ２（2004 年～2008 年）にて、更に

両法案がカンボジア国内において適切に運用されるために必要となる関連法令

の起草及び普及活動をフェーズ３（2008 年～2012 年）にて、一貫して支援して

きた。 

また、司法省を通じた支援に加え、弁護士会及び弁護士養成校並びに王立裁

判官・検察官養成校（Royal School for Judges and Prosecutors、「以下 RSJP」）

に対して、法曹人材の育成支援を進めてきた。現時点の同国の法曹人口は 1,100

名（裁判官 271 名1、検察官 144 名2、弁護士 754 名3）にのぼるが、このうち、裁

判官・検察官養成校にて日本の支援する新しい民事教育を受けた裁判官・検察

官は 235 名、同じく弁護士養成校にて日本の支援を通じ新たに養成された弁護

士は 359 名に上る。 

JICA が起草を支援した民法は、2007 年の成立後、関連法令の整備をもって、

2011 年 12 月に適用開始となる予定である。今後、その適切な運用を確保するた

めには、特に運用の中心的役割を担う裁判官、弁護士、司法省職員が民法・民

事訴訟法の理解をさらに深めることが必要である。 

 

 

                             
1 王立裁判官・検察官養成校からの聞き取りによる（2011 年 9 月） 
2 同上 
3 カンボジア弁護士会の資料（2011 年）による 



 

（2）当該国における法・司法セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

 カンボジアにおいて、法・司法セクターの開発は、「第二期四辺形戦略」（2008

年）、「改訂国家戦略開発計画（NSDP）2009-2013」、「法制度司法制度改革短期・

中期行動計画（2005 年）」などにおいて明確に位置づけられている。各計画、戦

略は国家司法改革評議会主導のもとで着実に実施に移されており、その重要性

は非常に高い。 

 本事業はこれまで JICA が支援してきた民事関連法令の適切な運用を確実なものと

するために、中核となる法律実務家及び司法省職員の体系的理解促進と能力強化

を目指しており、当該国の法・司法セクターの開発にとって、基幹となる部分への支

援である。 

 

（3）法・司法セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

我が国の法整備支援は、2008 年の海外経済協力会議にて海外経済協力の重要

な一分野として戦略的に進めていくべきことが確認され、2009 年の同会議にて

策定された「法制度整備支援に関する基本方針」において、カンボジアも重点

国の一つとされている。 

カンボジアの法整備に対する支援は、2002 年に策定された「カンボジア国別

援助計画」等に基づき、カンボジアの司法改革及びグッド・ガバナンスの推進

を支援する法制度整備プログラムとして位置づけられている。 

日本は、カンボジアの法・司法分野に対し、1999 年から長期的な支援を継続

しており、民法・民事訴訟法をはじめとする 20 を超える民事関連法令の起草・

成立を支援するとともに、2003 年からは法曹養成機関への協力を通じて裁判官、

検察官、弁護士等の法曹人材の育成も支援してきた。 

後述のとおり民事分野を中心とした支援を実施しているドナーは存在しない

ことから、過去 10 年以上にわたって民事分野の支援実績のある日本に優位性が

あると認められる。 

 

（4）他の援助機関の対応 

フランス大使館（援助・文化交流部Cooperation and Cultural Action 

Department）は、過去の協力に引き続き、2006年から2010年まで、法整備支援

プログラムとして、刑法・刑事訴訟法の起草支援、RSJPに対する法曹人材育成

支援、王立警察学校への支援を実施した。また、王立法律経済大学に対しても、

1992年からフランス語による法学士コースを設置し、リヨン第二大学と連携し

て教師派遣及び留学生の受け入れ等を行っている。 

 USAID（米国国際開発庁）は、Program on Right and Justice（PRAJ）Ⅱ（2008

－2013）において、権利に関する啓蒙活動、法律扶助団体への支援、裁判所の



 

事件管理システム改善、大学教育改善（刑事模擬裁判、法律相談コンテスト、

法曹倫理）、司法省の情報整備体制強化などの活動を行っている。 

 AusAID（オーストラリア国際開発庁）は、1997年から続くCambodia Criminal 

Justice Assistance Project (CCJAP)の Phase III (2007–2012)を実施中であ

り、刑事司法分野の向上に向け、警察（犯罪予防、データコレクション、捜査

能力向上）、刑務所（過剰収容対策）、裁判所（司法省および控訴裁判所にお

ける事件管理システム整備）などと協働している。 

 DANIDA（デンマーク国際開発援助庁）はカンボジア司法改革評議会とともに、

2010年3月から法司法分野におけるドナーとカンボジア側との合同会議である

司法制度改革テクニカルワーキンググループの共同議長を務めているほか、カ

ンボジア司法改革の進捗モニタリング、法律扶助への支援などを行っている。 

 なお、土地法制に関する分野では、ADB（アジア開発銀行）、世界銀行、フィ

ンランド政府、GIZ（ドイツ国際協力公社）などが、国土省に対し、LMAP（Land 

Management and Administration Project、2003-2007）を通じて、土地法の起

草、土地登記および土地情報データベース構築、土地政策立案・実施などを支

援し、この活動は現在、LASSP（Land Administration Sub Sector Program、

2008-2009、2010-2012）に引き継がれているが、土地関連法制のうち、民法お

よび民事訴訟法の運用に関わる部分は、日本の法制度整備プロジェクトの中で、

司法省と国土省に対して、不動産登記に関する共同省令の起草を支援している。 

 

３．事業概要  

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業は、①司法省（MOJ）、王立司法学院（RAJP）、弁護士会（BAKC）、王立

法律経済大学（RULE）の４機関におけるワーキンググループ（WG）活動を通じ

た民法・民事訴訟法の体系的理解促進、②全４機関合同でのジョイント方式で

その成果を発表・共有するワーキンググループ（JWG）活動を通じての知識共有

とトレーナーとしての能力向上、③司法省の関連法令に関する照会・起草・運

用対応能力の向上支援、④不動産登記省令起草・普及支援を行うことにより、

各関係機関の中核となる司法省職員、法曹、及び大学教員の民事法に関する体系

的理解を深めるとともに、運用のための能力向上を図り、もって民法、民事訴訟法

及び関連法令の適切な解釈、運用及び将来の自立的、持続的な現行法の運用及び

新法の起草に寄与するものである。 

 

（2）プロジェクトサイト／対象地域名 

プノンペン 

 



 

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

 ・司法省中核職員（普及セミナー講師、民事関連法令起草作業その他の民事法運

用を担う人材） 

 ・王立司法学院教官候補生（裁判官ほか） 

 ・弁護士（弁護士会弁護士養成校で講師となる人材） 

 ・王立法律経済大学民法・民事訴訟法担当教官 

 ・上記の講師人材による研修や講義を受ける人材 

司法省による普及セミナー受講者（地方行政官、登記官等）、 

法曹人材及び裁判所職員、 

王立法律経済大学学生 

 

（4）事業スケジュール（協力期間） 

2012 年 4 月 1 日～2017 年 3 月 31 日（計 60 ヵ月） 

 

（5）総事業費（日本側） 

約 5 億 5 千万円（予定） 

 

（6）相手国側実施機関 

司法省 

（協力機関：王立司法学院、弁護士会、王立法律経済大学） 

司法省（Ministry of Justice、MOJ）は民法、民事訴訟法等の基本法令の起草を

所管するほか、これらの法令を全国の行政職員、司法職員等に普及するための新法

理解研修などを実施する。また、これらの法令を実施するための法人登記（非営利法

人のみ）、夫婦財産契約登記等の手続きを所管する。なお、不動産登記局は国土省

の管轄下にあるが、不動産登記に関する法令整備は国土省と司法省の共同管轄で

ある。 

王立司法学院（Royal Academy for Judicial Profession、RAJP）は、閣僚評議会

の下部組織であり、傘下に裁判官・検察官養成校（RSJP）、書記官養成校、執行官養

成校および公証人養成校（後者２校は2012年開校予定）を抱える。各校は、新規にこ

れらの人材を養成するとともに、現役の司法職員への継続的研修も担当する。 

カンボジア王国弁護士会（Bar Association of Kingdom of Cambodia、BAKC）は、

弁護士によって構成される団体である(強制加入)。監督官庁は存在せず、会長は会

員の互選で選ばれ、会費およびドナーの支援によって運営されている。弁護士養成校

（Lawyers’ Training Center、LTC）を有し、公務員とは独立した養成システムをとる。 

王立法律経済大学（Royal University of Law and Economics、RULE）は、法学教

育を行う随一の国立大学であり、王立司法学院への入学者をはじめ、司法省職員、



 

弁護士などをもっとも多く輩出する。 

 

（7）投入（インプット） 

1）日本側 

 ・長期専門家派遣【240M/M】（12M/M×4 名×5 年） 

① チーフアドバイザー／人材養成（民事法） 

② 人材養成（民事法理論） 

③ 人材養成（民事法実務）、 

④不動産登記共同省令起草支援/業務調整 

 ・短期専門家派遣 

 ・研修員受け入れ 

2）カンボジア国側 

・施設提供（プロジェクトオフィス、WG 会場等） 

・カウンターパート配置（４機関各 10～20 名、計約 50 名） 

 

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境に対する影響/用地取得・住民移転 

①カテゴリ分類：C 

②カテゴリ分類の根拠：６ 

本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4 月公布）に掲

げる影響を及ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地域に該当せ

ず、環境への望ましくない影響は最小限であると判断されるため。 

2)ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減、その他 

特になし 

 

（9）関連する援助活動 

1）我が国の援助活動： 

王立法律経済大学では、名古屋大学が2008年から日本法センターを設置し、法教

育及びそのための日本語教育を実施中である。日本の法令用語の知識を持ち、将来

のカンボジアにおいて法制度を支えていく人材として、日本法センターの学生に対し

てもプロジェクト活動への協力を求めていく予定である。 

また、可能な範囲で留学生支援無償（JDS）等による日本への留学機会も活用し、

人材の育成を図っていく。 

 



 

2）他ドナー等の援助活動： 

LSSAP にてフィンランドが中心となり支援している土地登記情報データベー

スの構築に関しては、不動産登記共同省令の規定を反映するよう働きかけ、連

携することが必要である。 

 

４．協力の枠組み  

（1）協力概要 

1）上位目標： 

カンボジアの司法関係者および行政機関職員が民法、民事訴訟法及び関連法令

を適切に解釈、運用するとともに、将来自立的、持続的に現行法の運用及び新法

の起草を行えるようになる。 

指標： 

・民事紛争解決の手続きが民事訴訟法の規定に基づいて処理される。 

・民事法令を正しく適用した判決が出される。 

・論理的に明快で説得力のある判決理由が判決文中に示される。 

・民法、民事訴訟法その他の関連法令を適用するにあたり、新たな法令の起草や

改正の必要性が認識された場合には、他の現存する法令との整合性を確保した

形で、起草・改正される。 

 

2）プロジェクト目標： 

司法省職員及び法曹の、民事法に関する体系的理解が深まり、その適切な解釈・

自立的な運用ができる能力が強化される。 

指標： 

・他省庁所管・起草法令と民事法との整合性が確保される。 

・必要な民事関連法令の起草・改正が行われる。 

・新しい民事関連法令にかかる普及セミナーが開催される。 

・法令の論理的な解釈に基づいた判決がなされる。 

・判決主文が強制執行のために必要な事項を特定した内容をもち、それに基づく

執行が円滑に実施される。 

 

3）成果及び活動 

成果１：MOJ、RAJP、BAKC、RULE にて民法・民事訴訟法を体系的に理解し、運用できる

中核人材が育成される。 

指標：   

  ・司法省 WG の活動を通じ、セミナー等で講師の役割を担える職員が 10 名程度養

成される。 



 

  ・司法省 WG 活動を通じ、セミナー等で活用できる普及用の資料が作成される。 

  ・RAJPWG 活動を通じ、民事法理論を理解し、RAJP 傘下の各校において教官として

民法・民事訴訟法を教えることができるとともに、その知識を裁判実務に適用し、

裁判官その他の法曹人材への継続教育においても講師としての役割を担える人

材が 20 名程度養成される。 

  ・BAKCWG 活動を通じて、弁護士養成校にて講師を務めることのできる弁護士人材

が 10 名程度養成される。 

  ・RULEWG活動を通じて、新民事法を理解した大学講師が 10名程度養成され、学生

に対し、新民事法に基づいた講義が実施される。 

活動１：民法・民事訴訟法に関する体系的な理解を促進するため、各機関毎の WG を

設置し、毎週１回程度、それぞれの熟達度に応じて、日本人専門家による講

義や実際の事例等に基づいた討議を行う。また、各 WG 合同で開催する JWG に

おける発表準備を行う。 

 

成果２：各 WG メンバーが合同で参加する JWG にて、民法及び民事訴訟法に関する知

識が共有され、実務上の問題に関する共通認識が形成されるとともに、WGメン

バーのトレーナーとしての能力が向上する。 

指標： 

・JWG における発表の内容が適切な問題分析を踏まえたわかりやすいものとなる。 

・質疑応答や議論の内容の質が向上する。（例えば、問題の所在を正しく理解した

ものとなる、法令の解釈においては、その因って立つ理論的背景によって結論が

異なる場合もあることを踏まえたものとなる等） 

・実務における法令の適用の問題点が共有される。（特定の条文の準用や類推適

用によって解決可能なのか、法令の改正や新しい起草が必要なのかが認識され

る等。） 

  ・JWG 会合における協議内容及び協議結果をとりまとめた資料が作成される。 

活動２：事前に設定したテーマに基づき、JWG を３か月に１回程度の頻度で開催し、各

WG からの担当者が発表した内容に基づき、質疑応答・議論を行う。JWG での議

論は議事録に取りまとめるとともに、発表資料と合わせて、定期出版物の形に

整理して発行し広く共有する。 

 

成果３：司法省が内部・外部からの照会や質問及び、民事関連法令の起草・改正に

対し、民法・民事訴訟法の適切な運用に必要な範囲で、回答・対応する体制

及び能力が整備、育成される。 

指標： 

・司法省において、民事法運用支援のための照会・質問に対応する体制（部署や



 

チーム）が整備される。 

・司法省内の対応チームにて、内外からの質問・照会に関し、回答案が作成され

る。 

・問題分析能力・調査能力が向上し、質問者に対し、より精度の高い回答が提示さ

れる。 

・司法省内検討チームにおいて、検討内容・回答結果等が記録として保管・集積さ

れる。 

活動３：司法省が、民法・民事訴訟法の運用や、他省庁の法令案および自省が起案・

改正する法令案に関して、内部・外部から寄せられる質問に対して、対応体制

を整備し、組織的に検討して回答する。その際、必要に応じて、論点を整理し

て回答案を作成したうえで、日本人専門家チームに照会する。質問及び回答

については記録として保管・蓄積する。 

 

成果４：民法関連不動産登記共同省令が成立し、適切な運用のために必要な知識の

普及が行われる。 

指標： 

・民法関連不動産登記共同省令が起草される。 

・不動産登記のための書式やマニュアルが活用される。 

活動４：司法省・国土省共同コミッティにて民法関連不動産登記省令を起草するととも

に、必要に応じ、その運用に必要なマニュアルや様式を作成する。また、地方

登記官に対する普及セミナーを実施する。 

 

4）プロジェクト実施上の留意点 

・民事法の適切な運用を目指すために、それぞれの分野で将来の人材を育成し、新

しい民事制度を運用していくための鍵となる 4 機関を実施機関、協力機関として設

定している。しかしながら、これまでの JICA の支援における関与やリソース人材の

能力レベル等は必ずしも一様ではなく、全体のレベルアップと連携強化を図りながら

も、ある程度各機関のリソースの能力レベルに合わせたインプットが必要となるため、

WG の活動内容については、講義や討論、法令・条文研究等柔軟に対応できるように

する。 

・各 WG メンバーが民事法を体系的に理解する重要性を認識し、主体的に活動に取り

組むことが肝要であるため、主体的で活発な参加・活動状況を確保するために、定

期的なメンバーの見直しを行うとともに、必要に応じてグループ間の連携や改編な

ども含めて、柔軟に対応する。 

・各WGは、それぞれ、司法省職員、RSJP教官候補生、講師候補となりうる若手弁護士、



 

王立法律経済大学の教員を中心メンバーとして予定しているが、必要に応じ、司法

省と共同で不動産登記に関する法令起草を担当している国土省職員、RAJP の他の

学校の教官候補者、他の大学の教員などもメンバーまたはオブザーバーとして加え

る。また、活動が進むにつれて、各 WG 相互のメンバーの交流も検討する。 

・各 WG を通じて民法・民事訴訟法に関する体系的理解を深め、JWG を通じて講師とし

ての能力強化を図る。また、裁判実務や不動産登記実務などを管轄せず、実務上

の問題意識を持つ機会の限られる司法省に関しては、実際の関連法令の運用及び

照会対応支援、及び民法・民事訴訟法の実施に不可欠な不動産登記に関する共同

省令の起草・普及支援を通じて、実務に即した民事法理解の促進を図り、もってプロ

ジェクト目標の達成を図る。 

 

（2）その他インパクト 

 将来、新しい法令の起草改正作業が必要となった場合に、本プロジェクトを通じて構

築したネットワークを活用して、司法省職員が、裁判実務における経験や大学教授に

よる理論的な研究の成果も取り入れ、立法作業を行うことが期待される。 

正しく法令を適用した裁判例が蓄積されることにより、法令の解釈適用が統一され、

予測可能性が向上するとともに、裁判外においても、私人・私企業間の紛争処理、も

しくは紛争予防の基準として民事法理論が活用され、経済取引が迅速円滑に行われ

るようになり、外国投資参入の障壁が下がることが期待される。 

 

５．前提条件・外部条件 (リスク・コントロール)  

（1）事業実施のための前提 

・4 機関の WG のための適切なメンバーが選出される。 

 

（2）成果達成のための外部条件 

・他省庁法令案チェック機能等の司法省の役割が大幅に変更されない。 

 

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・育成した中核人材が活用され、各機関において講師として講義する機会が与え

られる。 

 

（4）上位目標達成のための外部条件 

・カンボジア民事法体制に関し、重大な変更がなされない。 

 



 

６．評価結果  

本事業は、カンボジア国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致

しており、また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用  

（１）カンボジア法制度整備プロジェクトフェーズ３（2008.4～2012.3） 

ア．これまでの 12 年にわたる支援を通じて、カンボジア側の主体性を高める

取り組みは漸進的ながら着実に進展してきた。本プロジェクトにおいて

も、司法省をはじめとするカンボジア側実施機関のオーナーシップを尊

重する枠組みとする。 

イ．終了時評価では、次世代人材の継続的な育成による人材の底上げを図る

こと、民事法に関する体系的な理解を促進すること、及び民事法制度の

構築のために必要な関連法・制度を整備すること、の必要性が確認され

た。また、理論が複雑で条文数の多い民法を体系的に理解するには、人

数をある程度絞り、継続的なインプットを行う必要がある。このため、

本プロジェクトにおいては、民法・民事訴訟法ほか民事関連法令の適切

な運用を担う中核人材を、主要な司法関係機関内に育成し、これら人材

による自立発展的な国内の人材育成が可能となるための基盤をつくる。 

ウ．具体的な実施方法として、国内支援委員会等によるプロジェクト国内支

援体制や、短期専門家派遣による現地セミナーの実施、JICA Net を活用

したセミナーや本邦研修の活用など、多様な支援メニューを最大限効果

的に組み合わせて進める支援形態は有効であったことから、本プロジェ

クトにおいても可能な限り継承する。 

 

（２）カンボジア裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクトフェーズ２

（2008.4～2012.3） 

少数の若手人材（教官候補生）に対象を絞って人材育成を行ったことが、効

果的・効率的な人材育成につながったことから、本プロジェクトにおいても、

将来の活用と波及効果を見据え、意欲があり、思考に柔軟性のある若手裁判官

である教官候補生をカウンターパートの一部として事業を実施していくことと

する。 

 

（３）ラオス法律人材育成強化プロジェクト（2010 年 7 月～2014 年 6 月） 

複数の機関を実施機関として行う協力であり、それらの機関の調整を行うた

めの仕組みとして Joint Coordination Committee(JCC)を設置し、定期的な事業

進捗に関する情報共有と方針確認を行いながら進めている。同様の仕組みは組



 

織として当該中核人材を将来的に活用していくことが期待される各機関がプロ

ジェクトの成果、進捗状況を把握し、必要な協力を行う上で有効であり、本プ

ロジェクトにおいても導入する予定。 

 

８．今後の評価計画  

（1）今後の評価に用いる主な指標 

  ４．（１）のとおり。 

（2）今後の評価計画 

事業開始 6 ヶ月以内 ベースライン調査 

事業中間時点 中間レビュー 

事業終了 6 ヶ月前 終了時評価 

事業終了 3 年後 事後評価 

以 上 





第１章 詳細計画策定調査の概要 

１－１ 派遣の背景 

 カンボジアでは、かつてフランス民法の影響をうけた旧民法が存在したが、ポル・ポ

ト政権下で事実上廃止されて以降、社会生活関係の法律を体系的に定めた基本法が存在

せず、相続や一部の契約等の重要な制度に関し法令がない状態となっていただけでなく、

多くの知識人が虐殺された結果、内戦終了時には生き残った法律家は一桁と言われてい

た。 

JICA は、内戦終結後のカンボジアの経済社会開発の基本方針に則り、グッドガバナ

ンスに対する支援の一環として、1999年からカンボジアに対する法整備支援を開始し、

民法・民事訴訟法の起草および立法化支援、付属法令の起草支援、裁判官・検察官養成

校に対する民事教育改善支援、弁護士会、弁護士養成校に対する民事実務及び民事教育

改善支援等、民事法分野に対する包括的な支援を行ってきた。 

起草支援にあたっては、カンボジア側の起草ワーキンググループと日本側民法作業部

会のメンバー及び長期専門家らが時間をかけて討議を繰り返しながら、日本の現行民法

やカンボジアの旧民法・現行民事法令の他、フランス民法やドイツ民法、さらに国際物

品売買条約等の国際的動向も参考にしつつ、カンボジア側・日本側の共同作業により一

条毎に検討し、これまでクメール語になかった新しい概念を表現するための法律用語の

確定等の作業も行っていった。その結果、民事訴訟法は 2006 年 7 月に公布され、2007

年 7 月に施行され、民法は、2007 年 12 月に公布され、2008 年 12 月に施行された（2011

年 12 月に運用が開始された）。 

しかし、新しい民法、民事訴訟法で使用されている概念には、法律家や司法省職員に

とっても馴染みのないものが含まれており、また、民法は条文数も多いため、普及活動

には時間を要することから、附属法令の起草・立法と新法の普及のための更なる協力に

ついて要請があり、関連法令起草の軸足をカンボジア側に移し、司法省が民法・民事訴

訟法が適切に運用されるために必要な施策をとれるようにすることを主眼とし、「法制

度整備プロジェクト（フェーズ３）」（以下、「司法省プロジェクト」）を 2008 年４月か

ら４年間の期間で開始し、現在実施中である。 

 さらに、国内において両法が適切に運用されるためには両法を理解する法曹人材を養

成する必要があることから、2005 年 11 月より 2008 年 3 月まで王立裁判官・検察官養

成校（RSJP）において、「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト」を実施し

た。同プロジェクトでは、RSJP におけるカリキュラム策定・改訂、教材作成・改訂、

教官の能力向上に取り組み、カリキュラムや教材が揃わないまま講義が進められていた

プロジェクト開始前と比較すると、カリキュラムが策定され、教材が一部作成され、同

校において民事教育が行われる土台が構築された。 

 しかしながら、1990 年代前半までの内戦と社会的混乱の影響により、カンボジア国

では法曹人材が圧倒的に不足している状況であり、同校においても教官不足が大きな課

題であった。今後、持続的に同校において民事教育が行われるためには、教官候補生養
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成及び教材作成により、学校運営の自立発展性を高める必要があることが終了時評価に

おいて課題として挙げられた。このような中、これまで同校において民事教育改善に取

り組んできた日本に対し、更なる協力の継続について要請があり、RSJP が自立的に民

事教育を実施できるようになることを目指し、2008 年４月から４年間の期間で、「裁判

官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ２）」（以下、「RSJP プロジェク

ト」）を開始した。 

「司法省プロジェクト」および「RSJP プロジェクト」の両プロジェクトは、2012 年

3 月で終了するが、今後、民法・民事訴訟法が適切に運用され、根付いていくためには、

法律家や司法省の職員、更には大学で教鞭を取る教授などの間に、民法・民事訴訟法に

関する体系的な理解が定着することが不可欠である。以上の認識に基づき、カンボジア

政府はわが国に本件支援を要請した。 

本調査では、要請案件内容に関する情報収集とともに、現地調査を行ってカンボジア

側関係機関とプロジェクトの詳細活動計画策定及び合意文書である討議議事録（R/D）

締結に向けた協議を行った。 

 

１－２ 調査団派遣の目的 

（１）案件要請内容を確認する。 

（２）関係各機関関係者とプロジェクト概要（目標、投入等）及び実施体制について協

議する。 

（３）R/D 案、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）

案、活動計画（Plan of Operations：PO）案を提示し、カンボジアとして合意・

締結作業を進める旨の協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）を締結する。 

  

１－３ 調査団構成 

（１）総括 田中 資記 JICA 産業開発・公共政策部次長 

（２）法曹養成支援 松原 禎夫 法務省法務総合研究所国際協力部教官 

（３）法整備支援 磯井 美葉 JICA 国際協力客員専門員 

（４）協力企画  金田 雅之 JICA 産業開発・公共政策部法･司法課職員 

（５）通訳 天川 芳恵 JICE 

※ 法務省法務総合研究所より、上坂教官及び石原専門官がオブザーバーとして参加。 

 

１－４ 調査日程 

附属資料１．のとおり 

 

１－５ 主要面談者 

附属資料２．のとおり 
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第２章 詳細計画策定調査の結果 

２－１ 案件概要 

２－１－１ 枠組み及びターゲットグループ 

これまでのカンボジアにおける法整備支援を通じて、民法・民事訴訟法及び民事関連

法令が整備され、一定程度の能力を備えた人材（司法省職員及び法曹）が育成されてき

た。また、これまでの協力を通じて、カンボジア側による主体的な実施も、徐々にでは

あるが根付いてきた。本新規プロジェクトでは、この支援姿勢を継承し、これまでの成

果を踏まえて、民法・民事訴訟法の適切な運用を図るために必要となる、民法・民事訴

訟法の体系的理解を深めた「中核人材」を、カンボジア司法を支える主要な４機関（司

法省（MOJ）、王立司法学院（RAJP）、弁護士会（BAKC）、王立法律経済大学（RULE））に

おいて育成するとともに、これらの中核人材がそれぞれの機関において講師等として、

その他関係者に対し広く民法・民事訴訟法の知識及び考え方を普及することを目指す。

具体的には、プロジェクトを構成する４機関において、それぞれワーキンググループ

（WG）を組成し、WG にて特定のテーマの論点や法文の解釈について発表・議論するこ

とを通じて、民事法の体系的な理解を深めることにより、人材育成・能力強化を図ると

ともに、司法省に対しては、一部民事関連法令の起草・運用支援及び他省庁等からの民

事法関連照会対応に関する支援を通じて、司法省としての対応機能強化を行う。 

また、各機関の WG については、各機関の民法・民事訴訟法に関する理解やこれまで

のプロジェクトとの関わりの濃淡があることを踏まえて、それぞれの WG の目指すとこ

ろも多少異なることを想定している。 

なお、全 WG が合同でそれぞれの活動の成果を発表・共有するジョイントワーキング

グループ（JWG）も組織して、知識共有・向上を促すことを予定している。 

 

２－１－２ 上位目標 

カンボジアの司法関係者および行政機関職員が民法、民事訴訟法及び関連法令を適切に

解釈、運用するとともに、将来自立的、持続的に現行法の運用及び新法の起草を行える

ようになる。 

 

２－１－３ プロジェクト目標 

司法省職員及び法曹の、民事法に関する体系的理解が深まり、その適切な解釈・自立的

な運用ができる能力が強化される。 

 

２－１－４ 成果 

成果１：MOJ、RAJP、BAKC、RULE にて民法・民事訴訟法を体系的に理解し、運用できる

中核人材が育成される。 
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成果２：各 WG メンバーが合同で参加するジョイントワーキンググループ（JWG）にて、

民法及び民事訴訟法に関する知識が共有され、実務上の問題に関する共通認識が形成さ

れるとともに、WG メンバーのトレーナーとしての能力が向上する。 

成果３：司法省が内部・外部からの照会や質問及び、民事関連法令の起草・改正に対し、

民法・民事訴訟法の適切な運用に必要な範囲で、回答・対応する体制及び能力が整備、

育成される。 

成果４：民法関連不動産登記共同省令が成立し、適切な運用のために必要な知識の普及

が行われる。 

 

２－１－５ 投入（インプット） 

（１）日本側 

 ・長期専門家派遣【240M/M】（12M/M×4 名×5年） 

①チーフアドバイザー／人材養成（民事法） 

②人材養成（民事法理論） 

③人材養成（民事法実務） 

④不動産登記共同省令起草支援/業務調整（当初２年間） 

 ・短期専門家派遣 

 ・研修員受け入れ 

 

（２）カンボジア国側 

 ・施設提供（プロジェクトオフィス、WG 会場等） 

 ・カウンターパート配置（４機関各 10～20 名、計約 50名） 

 

２－１－６ プロジェクト実施体制 

 関係４機関と協議の上、以下のとおりプロジェクト責任者について合意を形成すると

ともに、ワーキンググループ活動実施に関しては、附属資料３．ミニッツ中の ANNEX3

の実施体制図（案）に基づき、合意を形成した。 

（１）プロジェクト責任者 

 ・P （プロジェクトダイレクター）：司法省大臣 

 ・P M（プロジェクトマネージャー）：司法省次官、RAJP 学院長 

（２）合同調整委員会（J Cd Cmm：JCC） 

プロジェクトの進捗報告と活動計画の確認・共有・承認を行うことを目的に、関係４機

関、JICA の代表をメンバーとした JCC を、年に１回程度の頻度で開催する。 

 

２－２ 関係機関との協議結果概要 

カンボジア政府から要請のあった「カンボジア民法・民事訴訟法普及プロジェクト」
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に関する具体的な内容に関し、「司法省プロジェクト」および「RSJP プロジェクト」の

終了時評価時（2011 年 8月から 9月）における協議の結果を踏まえ、４関係機関（MOJ、

RAJP、BAKC、RULE）とのプロジェクト実施に向け、各機関とプロジェクトの詳細活動計

画について協議を行い、合意を形成して、その内容をミニッツ（附属資料３）としてと

りまとめ、司法省大臣と署名した。 

 

２－２－１ 司法省との協議 

「司法省プロジェクト」に関する終了時評価実施時に司法省から寄せられた法令起草

や、他省庁起草の法案に関する照会に対する日本側による助言・指導を継続してほしい

旨の要望に対して、民法適用後の司法省としての人材育成・機能強化の観点から、WG

及び JWG 活動に加えて、司法省による民事関連法令運用・起草・改正等に適切に対応す

る体制整備・能力向上を支援する成果・活動及び、民法に関連する不動産登記共同省令

の継続支援のための成果・活動を設定することとした。 

 

２－２－２ 王立司法学院（RAJP）との協議 

RAJP においては、王立裁判官・検察官養成校（RSJP）以外の RAJP 傘下の３つの学校

（執行官養成校、書記官養成校、公証人養成校）についても、現場での実務を担う人材

の育成も急務であるという理由から、ワーキンググループ参加者に含めることとした。

ただし、RSJP 関係者と他の学校関係者では、民法に関する理解度の差異が大きいと想

定されることから、RSJP 以外の関係者は参加希望者の民法への理解度を踏まえて選定

することとした。 

また、JWG での成果品として作成を計画しているジャーナルなどをはじめ、各 WG の

成果品についても、RAJP の研究センターでとりまとめて発行したい意向が述べられた

が、この点については、他機関とも確認し、合意を形成した上で対応する必要がある旨

説明し、理解を得た。ただし、他の WG の成果を同センターで活用すること自体は、そ

の成果の普及という観点からも望ましいものであるため、活動に盛り込むこととした。 

 

２－２－３ 弁護士会（BAKC）との協議 

 新規プロジェクトの活動内容、実施体制等について弁護士会長等 BAKC の主要関係者

に対して説明を行った。BAKC WG の活動実施に際しては、メンバーの新民法・民事訴訟

法を自主的に学ぼうという意欲が重要であることを説明するとともに、WG メンバーの

選定に際しては、中核人材となりうる能力と基礎知識を習得している弁護士として、

2010 年まで実施していた「弁護士会司法支援プロジェクト」の WG メンバーであった弁

護士も含めてほしい旨申し入れを行い、了承を得た。今後メンバーを募集することにな

るが、10 名をやや超えるメンバーとなる見込みとの見通しが弁護士会長からは示され

た。 



 また WG の成果品としては、弁護士養成校の学生や弁護士会メンバーに広く民法・民

事訴訟法を普及するための資料や印刷物が望ましいとの意見があり、その作成作業を活

動の中に盛り込むことで合意した。 

 

２－２－４ 王立法律経済大学（RULE） 

 新規プロジェクトの活動内容、実施体制等について学長に対して説明を行うとともに、

WG メンバー候補となる 15 名以上の民事法担当講師とも面談し、想定している WG 活動

について詳細を説明した。カンボジアにおける大学講師は担当授業数に応じた出来高払

いであるため、多くの授業を受け持っており、金銭的な対価の得られない WG 活動への

参加については、どの程度前向きな反応が得られるか不透明であったものの、その場で

６名ほどの講師から積極的に参加したいとの申し出があり、他の３機関同様、RULE ワ

ーキンググループについても結成が可能となる見通しが立った。 

 なお、今後の具体的な内容については、JCC への出席も含めて、法学部長が窓口とな

る予定であるとのことであった。 

 

２－２－５ ワーキンググループ（WG）及びジョイントワーキンググループ（JWG）に

ついて 

上述のとおり、RAJP に関しては、執行官や書記官、公証人なども必要に応じてメン

バーに含めることを可能とするとともに、BAKC 及び RULE との協議では、WG メンバーの

候補となる一同と面談することができ、参加者から WG への参加に前向きな反応が得ら

れたことからも、自発的な関与が期待できるものと思われる。 

 WG メンバー 成果品 WG 実施方法 

(1)司法省

ワーキン

ググルー

プ 

 

現在実施中の民法勉強会

参加メンバーや起草班メ

ンバーから今後の中核と

なる若手職員を含むメン

バーを選定してもらう。大

臣令（Pk）により任命

される。 

地方自治体の職員、地方の

リーガルサービスセンター

職員等に対して実施される

普及セミナーで活用可能な

普及用資料を作成する。 

 

当初は日本人専門家による講

義を基調としつつ、レベルに

応じ発表やディスカッション

も加えていく。特に条文理解

から民事法制度の趣旨・体系

の理解へとマインドセットを

変更することを目指す。 

(2)王立司

法学院ワ

ーキング

グループ 

 

王立裁判官・検察官養成校

（RSJP）の教官候補生（裁

判官）のみならず、先方の

要望により、書記官、執行

官、公証人学校の教官候補

生もメンバーに一部含め

ることとした。 

JWG 会合の結果を受け、ジャ

ーナル編集を実質的に担当

してもらう。そのほか、実

際に活動を進めていく中

で、メンバーの意見により、

必要なもの、有効なものを

作成する。 

テーマに関連する具体的な事

例を用いた発表・ディスカッ

ションを通じて、適正な法律

条文解釈・運用を学ぶ。また、

法令の解釈には場合によって

複数の結論がありうることを

認識してもらう。 
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(3)弁護士

会ワーキ

ンググル

ープ 

2010 年まで実施していた

JICA プロジェクトのカウ

ンターパートを含め、主体

的に関与してもらえる弁

護士を 10 名あまりを選定

することになる見込み。 

WG メンバー以外の弁護士会

員向け普及用資料、弁護士

養成校での教育に活用可能

な普及用資料を作成する。 

 

WG メンバーの民事法理解度

を確認した上で決めるが、当

初は日本人専門家による講義

も含めることが想定される。

(4)王立法

律経済大

学ワーキ

ンググル

ープ 

 

民法等を担当する常勤大

学講師約６名が既に参加

の意思を表明しており、全

体で 10 名程度になること

を想定。可能ならば他大学

の教員の参加も検討する。

WG メンバーの関心や力量に

応じて、追って設定する。

（民事法の比較研究のよう

な形や大学の民法講義で活

用できる簡単な資料なども

可能性として考えられる。）

WG メンバーの新民法理解度

にもよるが、実質的には日本

人専門家による講義に近い形

でのインプットを中心とした

形を想定。 

3～4か月に一度開催する予定のJWGについては、WGメンバー以外の関係者も参加し、

各 WG からの発表・ディスカッションを行うとともに、場合によっては当該テーマに合

わせて日本人短期専門家からの講義（セミナー）を行うことで、知識の普及を補完する。 

 

２－３ 案件実施に向けての今後の対応 

（１） MOJ と RAJP、BAKC、RULE との間での合意文書署名 

調査団と司法省とで署名したミニッツの内容に基づいて、カンボジア側各機関のプロ

ジェクトへの関与を明確にし、WG 活動の実施に係る詳細を規定するために、カンボジ

ア側全関係機関間で別途合意文書 Mmdum f Udd（MOU）を取り交わす

こととした。 

（２） R/ 署名 

カンボジア側及び日本側負担事項を明記した合意文書（R/）を JICA と司法省の間で

取り交わす。 

（３） ワーキンググループメンバー選定 

 プロジェクト開始までに、関係４機関は、専門家等とも相談の上、それぞれの WG メ

ンバーを選定した上で、JICA 及び司法省に通知する。 

 

２－４ まとめ 

（１）要望調査と当時の状況 

 本件は 2010 年の要望調査において司法省から出された要望を受けて実施したもので

あるが、要望調査に先だって、日本側関係者においても、カンボジアに対する支援の継

続について検討されてきた。 

 当時、法制度整備プロジェクト（フェーズ３）のカウンターパートである司法省にお

いて、関連法令の起草を担っていた若手職員らの多くは、民法、民事訴訟法についての
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基礎的理解が十分ではなかった。また、裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェク

ト（フェーズ２）においては、教官候補生が育ちつつあり、学校での講義や模擬裁判の

実施においても、教官候補生が活躍するようになってきていた一方、現役若手裁判官で

もある教官候補生や、継続教育に参加する現役裁判官は、民法について十分理解してい

るとは言えず、かつ、彼らの質問などから垣間見られる現場の民事訴訟法の運用も、ま

だまだ不十分なものであった。 

 また、2010 年６月に終了した弁護士会司法支援プロジェクトにおいても、弁護士の

間で民法・民事訴訟法の理解が広まったとは言えない状況であった。 

 これらのカウンターパートのうち、特に司法省では、フェーズ３に入って、関連法令

を日本側が起草を主導するのではなく、司法省の起草班で起草し、日本側がアドバイス

するという方向に切り替えていたが、実際の起草作業を担うこととなった若手職員は、

両法についてのきちんとしたトレーニングを受ける機会が少なく、また、業務において

実務上の具体的な問題に触れる機会も少ないまま、いきなり関連法令の起草を担当して

いたため、各条文の細かい表現には目が行く一方で、民法や民事訴訟法の制度の意義や

目的、機能、民法がどういう構造になっていて、相互の条文にどのような関連があるか

については、ほとんど理解できておらず、関連法令の起草作業の進捗もはかばかしくな

かった。 

 このため、民法、民事訴訟法について、制度趣旨や具体的な事例での適用、また、実

務上重要な条文と必ずしも使用頻度の高くない条文の区別など、より立体的な理解が得

られるような支援をすべきであると考えられた。 

 日本側関係者の間でも、当時、カンボジアに対してこのまま起草支援を続けていても、

将来カンボジアが自立的に法制度を運用し、構築していけるようになることは期待でき

ないのではないか、カンボジアの法曹が自分たちで民法・民事訴訟法について研究し、

考え、カンボジア独自の法理論を構築していくための支援をすべきではないか、研究機

関の設立を支援すべきではないかといった意見があった。 

 このような問題意識は、カンボジアにおいても、司法省次官など関係者に共通してお

り、要望調査では、民法・民事訴訟法及び関連法令の法曹および市民への普及活動、関

連法令の起草とともに、研究教育機関の設立、職員のトレーニングに対する支援が要請

された。 

（２）人材養成を重点とした支援 

 そこで、日本側も、上記の問題意識にたって、これらの要請のうち、司法省職員のト

レーニングに重点をおくとともに、法曹への普及、将来の自立的運用をめざす意図で、

裁判官等（RSJP 教官候補生等）と弁護士をも対象に含めることとした。さらに、大学

教員も対象とすることによって、法曹や司法省職員の供給源であり、将来的には研究機

能も担うことが期待される大学において、民事教育の改善が図られることを期待してい

る。 
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 ただし、研究教育機関の設立については、カンボジア政府の決定や予算措置等、相当

のオーナーシップが求められるところ、その現実的な見込みが不透明であったこと、機

関の設立支援では、受け皿づくりに重点が置かれ、中身の支援がおろそかになりがちで

あるとの懸念から、正面から支援はせず、まずは、今後そのような研究教育機関におい

て、研究や教育に従事できるような能力のある中核人材を、組織横断的に育成すること

を優先することとし、要請元である司法省にも了承を得た。 

（３）起草支援に対する考え方 

 一方、起草支援に関しては、やはり上記の問題意識に立って、限定的に行うものとし、

現在支援している民法関連の不動産登記共同省令のほかは、司法省が必要に応じて日本

側に照会する場合に、カンボジア側において、事前に必要な情報収集や一定程度の問題

点の分析をしてもらった上で、アドバイスを提供するにとどめることとした。 

 すなわち、関連法令の起草には、カンボジア側の政策的決定が大きなポイントになる

ものが多くなってきており（たとえば、フェーズ３で支援中の執行官法や供託法は、公

務員の地位や裁判所の位置づけに関するカンボジア側の政策を前提とすることから、起

草作業が一時停止している状況であった）、それらの関連法令について、これまでのよ

うに日本人専門家が起草班会合に同席して支援することは効率的でなく、むしろ、民

法・民事訴訟法の体系的な理解を支援することで、将来的にカンボジアが自分たちで起

草作業ができるようになることを目指す方が、一見遠回りのように見えても、実は近道

であると思われる。日本側のリソースも限られていることから、それを振り向ける重点

として、民法や民事訴訟法の理論に関する人材養成がより優先すべきであると考えられ

る。 

 同時に、アドバイス提供にあたって、カンボジア側に事前の情報収集や問題分析を求

めることで、こういった情報収集や問題分析の能力を高めてもらうことも意図している。 

 なお、不動産登記共同省令に関しては、現在も起草支援を実施しているが、2011 年

12 月の民法適用をふまえ、緊急性が高いこと、起草支援を通じた専門家の指導により、

司法省及び国土省の担当メンバーが民法の中の不動産登記に関連する制度について理

解を深めつつあり、特に民法の理解向上にも効果が大きいと考えられることから、フェ

ーズ３と同様の支援を、時期を限定して継続することとした。 

（４）司法省 WGの活動について 

 このプロジェクトは、関係各機関に中核人材を養成することを目的としたプロジェク

トであり、特に司法省の直接的な日常業務からは少し離れた活動をすることとなる。司

法省では、現在も各種法令の起草や普及活動の必要性があり、特に民法の適用開始によ

り、問い合わせに対する対応や一層の普及活動も求められ、職員がさらに多忙になるこ

とも予想される。 

 そもそも、上記のとおり、このプロジェクトによって民法の全体的な理解を得ること

は、司法省の日常業務にとって必要不可欠な前提であり、はじめのうちは直接的な効果

- 9 -



が実感できなくても、理解が進むにつれて、効果を実感してもらえることと信じている

が、特に司法省職員については、活動に参加するモチベーションの維持には配慮する必

要がある。 

 そこで、司法省 WG の活動にあたっては、テーマの選定などに工夫するとともに、普

及活動に役立つマテリアルの作成など、活動の成果をわかりやすくする工夫が必要であ

ると考える。 

 なお、フェーズ３において、中間レビュー後に日本人専門家によるトレーナーズトレ

ーニング（TOT）を導入し、また、起草支援を通じて日本人専門家の根気強いインプッ

トも行われ、2010 年当時と比較すると、職員の民法・民事訴訟法に対する理解も、一

部の分野（物権、法人制度や TOT で扱った分野など）に関しては大きく向上していると

言える。 

（５）RAJP WG の活動について 

 RSJP 教官候補生は、総じて知識の獲得に対するモチベーションも高く、民法につい

ても、フェーズ２後半の WG 活動において日本人専門家の講義を受け、基礎的な理解は

できていると考えられる。民事訴訟法についても、裁判官としての日常業務に必要不可

欠なものであり、今後は、法令と矛盾せず、かつカンボジアの実情に合った運用基準を

作っていく役割を担うことが期待される。 

また執行官養成校、書記官養成校、公証人養成校からも、希望するメンバーに WG に

参加してもらうこととした。これらの学校においても、民法・民事訴訟法の講義そのも

のは、RSJP 教官候補生が中心となって担っていくものと思われるが、一方で、各校に

民法・民事訴訟法の基本を理解し、それぞれの職務に応じたカリキュラム策定を行える

人材が配置されることは、現場の実務の向上に効果的である。 

WG では、法令の解釈では、結論が分かれ、正解がない場合もありうることを理解し

てもらい、そのような論点や具体的な事例について、メンバー間で議論するなどして、

裁判官等として必要な法令解釈の能力を高めていってもらうと同時に、そのような踏み

込んだ議論、検討の結果を、エッセイやジャーナルなどの形にまとめてもらえるとよい

と考えている。 

（６）弁護士 WGの活動について 

 弁護士は、2010 年 6 月まで、司法支援プロジェクトで支援してきたが、長期専門家

から継続的なトレーニングを受ける機会のあった民事実務改善ワーキンググループの

メンバーほか、一部の弁護士と、あまり研修などを受ける機会のなかった弁護士の間で、

能力の差が大きい。新しいプロジェクトでは、上記民事実務改善ワーキンググループの

メンバーを中心に、民法・民事訴訟法の理解を深めてもらい、中核人材となってもらう

ことを期待しているが、一方で、彼らのモチベーション維持のためにも、また、活動の

持続性を確保するためにも、個々のメンバーだけでなく、弁護士会としてのメリットも

感じてもらえるような配慮が必要であり、重要なテーマについては、活動の成果を文書

- 10 -



にし、弁護士会報などで共有してもらうなど、あまり大きな労力をかけず、かつ成果を

広く共有できるような工夫ができるとよいと考える。 

（７）大学 WG の活動について 

 大学については、これまで支援の直接の対象とはしてこなかったため、教員の知識レ

ベルは未知数である面もあるが、今回の調査で会った王立法律経済大学のメンバーには、

知識を習得したいという強い意欲が感じられた。王立法律経済大学は、名古屋大学と協

力して日本法センターを設けており、そちらの活動とも連携し、高い日本語の能力を身

に着けた学生にも可能なかぎり参加してもらうことが望ましい。 

 また、王立法律経済大学のみならず、他の私立大学法学部の教員についても、希望の

あるものは参加を認めることについて、学長及びリーダー格のメンバーの了解を得てい

るので、有望な人材がいれば状況に応じて加え、より支援の成果が広まるようにしたい。 
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附属資料 
 

 

１．調査日程 

２．主要面談者一覧 

３．詳細計画策定調査協議議事録（ミニッツ） 

４．PDM 案（和文） 

５．PO 案（和文） 
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詳細計画策定調査団日程（実績版） 

１．カンボジア日程 

日にち 項目 備考 

10/19（水） プノンペン到着  

8:00～10:00 JICA 事務所との打合せ 新規案件、調査方針等に係る事務所の意向確認ほか 

10:30～ MOJ 専門家との打合せ 金武・原田両専門家は 11 時から合流 

12:00～13:30 ソピア次官との昼食会 活動内容、実施体制等新規案件概要の説明及び意見交換 

14:00～ RSJP 専門家との打合せ RSJP 専門家との新規案件にかかる意見交換。 

10/20（木） 

MOJ 専門家との個別協議 JICA 本部と専門家との個別協議 

松原団員は RSJP 専門家と本邦研修にかかる打ち合わせ 

AM 民法 TOT 視察  10/21（金） 

14:00～ RAJP との協議 活動内容、実施体制等新規案件概要説明および意見交換 

資料整理  10/22（土） 

14:00～17:00 RULE 日本法センター発表

会 

 

10/23（日） 資料整理  

8:00 MOJ ソピア次官との協議 新規案件に係る協議、MM 協議 

9:30～11:00 弁護士会との協議 活動内容、実施体制等新規案件概要説明および意見交換、

MM 協議 

14:30 大使館中間報告 新規案件概要説明・調査進捗報告 

10/24（月） 

16:00 RULE 学長との協議 活動内容、実施体制等新規案件概要説明および意見交換、

MM 協議 

9:00～ RAJP との協議 MM 協議（MM 案）。RAJP との MM 署名。 

RAJP との昼食会  

14:30～15:30 ODA TF 調査団から磯井団員が出席。 

16:00～17:30 専門家との個別協議  

10/25（火） 

17:00～17:30 ブンホン次官補との協議 金田団員対応 

9:30～14:30 専門家との打合せ 新規案件にかかる打ち合わせ（途中 1 時間昼食休憩） 10/26（水） 

15:00～16:30 RULE との協議 活動内容、実施体制等新規案件概要説明および意見交換

（WG メンバー候補となりうる民法担当教員同席。） 

11:30～司法大臣とのＭＭ署名 MM 署名 

14:15～RULE との協議 学長への MM 署名に関する説明 

14:30～法司法分野ドナー会議 磯井団員出席 

15:00 司法改革評議会訪問 新規案件概要説明 

10/27（木） 

＜田中団長プノンペン発＞  

9:00 RAJP との協議 事務局長への MM 署名に関する説明 

14:00 事務所報告  

10/28（金） 

プノンペン発  

※ソティアビ次官は、全日程海外出張等で不在。事前に事務所を通じて意見聴取。 

※RAJP マネジメントは、２６日以降海外出張のため不在。 

※ソピア次官は、２５日～２７日地方出張のため不在。 

附属資料１ 

- 15 -



附属資料２ 

 

終了時評価調査主要面談者一覧 

 

（１）司法省 

H.E. Ang Vong Vathana 大臣 

H.E. Hy Sophea 次官（立法担当） 

H.E. Bun Honn       次官補（刑事担当） 

 

（２）王立司法学院（RAJP） 

H.E. Chhorn Proloeung     RAJP 学院長代行 

H.E. Thong Chenda    RAJP 副学院長 

H.E. Koeut Sekano      RAJP 事務局長 

Mr. Sum Sokhamphou RSJP 学院長補佐／国際関係部長 

Mr. Tanheang Davann Royal School of Notary 校長 

 

（３）弁護士会（BAKC） 

Mr. Chiv Songhak 会長 

スン・エイ・サー 弁護士会事務局長 

H.E. Yim Sary リーガルクリニック長 

アン・ユン・トン 弁護士養成校校長 

アン・ワン・チョーン 弁護士養成校事務局長 

 

（４）王立法律経済大学（RULE） 

H.E. Yuok Ngoy 大学総長 

Mr. Luy Channa  大学副総長 

Ms. Sok Yan 法学部長 

Mr. Kim Saven 国際関係室長 

  

（５）その他主要カンボジア側関係者 

H.E. You Bunleng     控訴裁判所所長 

H.E. SUY Mong Leang 司法改革評議会事務総長 

  

（６）現地専門家 

【法制度整備プロジェクト（フェーズ３）】 

金武 絵美子 専門家 

原田 政佳 専門家 

田宮 彩子 専門家 

  

【裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ２）】 

西村 恵三子 専門家 
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附属資料２ 

岡本 陽平 専門家 

森田 隆 業務調整員 

 

（７）在カンボジア日本大使館 

黒木 雅文 大使 

松尾 秀明 参事官 

森 伸雄 二等書記官 

 

（８）JICA カンボジア事務所 

鈴木 康次郎 所長 

小林 雪治 次長 

灘本 智子 企画調査員 

Mr. Phok Phira 現地職員 

 

（９）ドナー関係者 

【DANIDA】  

Mr. Michael ENGQUIST Human Rights and Good Governance Advisor  

  

【Australia Embassy & AusAID】  

Ms. Jennifer Lean First Secretary, Development Cooperation, Australian 

Government 

Mr. David Moor Australian Team Leader, CCJAP 

Mr. Ky Bunnal CCJAP チーム副リーダー 

Mr. Yan Sokha National Advisor, MOJ 職員、CCJAP 担当 

  

【Avocats Sans Frontieres】  

Ms. Celine Trublin Chief, Cambodia Office 

Mr. Nay Sinek Principal Coordinator, Judicial Aid Project 

  

【USAid】  

Ms. Shally Prasad Director, Office of Democracy and Governance 

Ms. April O’neill Democracy Officer 

Mr. Seng Rethy Rule of Law Specialist、カンボジア弁護士 
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連
法

令
の

起
草

及
び

改
定

実
績

 
・
 

起
草

／
改

定
さ

れ
た

法
令

 
・
 

司
法

関
係

者
へ

の
聞

き
取

り
調

査
 

カ
ン

ボ
ジ

ア
民

事
法

体
制

に
関

し
、

重
大

な
変

更
が

な
さ

れ
な

い
。

 

1.
 司

法
省

に
よ

る
民

法
・民

事
訴

訟
法

及
び

関
連

法
令

の
運

用
状

況
（※

例
：他

省
庁

所
管

省
令

と
民

事
法

と
の

整
合

性
の

確
保

が
行

わ
れ

る
よ

う
に

な
っ

た
。

） 

・
 

専
門

家
、

司
法

省
へ

の
聞

き
取

り
調

査
 

・
 

ベ
ー

ス
ラ

イ
ン

調
査

結
果

と
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
結

果
の

比
較

 
2.

 裁
判

所
に

お
け

る
民

法
・民

事
訴

訟
法

及
び

関
連

法
令

の
運

用
実

態
（※

例
：法

令
の

適
切

な
解

釈
に

基
づ

く
判

決
が

な
さ

れ
、

そ
れ

に
基

づ
く

執
行

が
円

滑
に

実
施

さ
れ

る
。

） 

・
 

専
門

家
、

司
法

関
係

者
へ

の
聞

き
取

り
調

査
 

・
 

ベ
ー

ス
ラ

イ
ン

調
査

結
果

と
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
結

果
の

比
較

 
3.

 司
法

省
及

び
裁

判
所

に
よ

る
民

事
法

の
運

用
の

た
め

の
改

善
取

組
が

な
さ

れ
る

。
 

・
 

専
門

家
、

司
法

省
、

司
法

関
係

者
へ

の
聞

き
取

り
調

査
 

・
 

ベ
ー

ス
ラ

イ
ン

調
査

結
果

と
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
結

果
の

比
較

 

育
成

し
た

中
核

人
材

が
、

各
機

関
に

お
い

て

講
師

と
し

て
講

義
す

る

機
会

が
与

え
ら

れ
る

な

ど
、

活
用

さ
れ

る
。

 
 

＜
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
＞

 

各
関

係
機

関
の

中
核

と
な

る
司

法
省

職
員

法
曹

、
及

び
大

学
教

員
の

、
民

事
法

に
関

す
る

体
系

的
理

解
が

深
ま

り
、

そ
の

適
切

な
解

釈
・自

立
的

な
運

用
が

で
き

る
能

力
が

育
成

さ
れ

、
講

師
と

し
て

そ
の

知
識

を
広

く
伝

え
る

こ
と

が
で

き
る

よ
う

に
な

る
。

 

4.
 王

立
法

・経
済

大
学

に
お

け
る

講
義

を
通

じ
て

、
新

民
事

法
が

学
生

に
教

え
ら

れ
る

。
 

・
 

大
学

関
係

者
へ

の
聞

き
取

り
調

査
 

・
 

シ
ラ

バ
ス

等
の

確
認

 
・
 

授
業

聴
講

 

 

1-
1 

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
体

制
が

構
築

さ
れ

る
。

 
・
 

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
任

命
メ

ン
バ

ー
リ

ス
ト
 

1-
2 

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
活

動
実

績
 

・
 

専
門

家
、

司
法

省
関

係
者

に
対

す
る

聞
き

取
り

調
査

・
 

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
会

合
議

事
録

 
1-

3 
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

で
の

議
論

を
ま

と
め

た
会

合
議

事
録

及
び

発
表

用
資

料
が

作
成

さ
れ

る
。

 
・
 

発
表

用
資

料
 

・
 

会
合

議
事

録
 

1（
1）

-1
 ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

活
動

を
通

じ
、

セ
ミ

ナ
ー

等
で

ト
レ

ー
ナ

ー
と

し
て

講
師

を
担

え
る

職
員

が
養

成
さ

れ
る

。
 

・
 

専
門

家
、

司
法

省
関

係
者

へ
の

聞
き

取
り

調
査

 
・
 

会
合

議
事

録
及

び
発

表
資

料
 

1（
1）

-2
 ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

活
動

を
通

じ
、

セ
ミ

ナ
ー

等
で

活
用

で
き

る
普

及
用

の
資

料
が

作
成

さ
れ

る
。
 

・
 

専
門

家
、

司
法

関
係

者
へ

の
聞

き
取

り
調

査
 

・
 

普
及

用
資

料
 

1（
2）

-1
 ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

活
動

を
通

じ
、

民
事

法
理

論
の

理
解

と
そ

の
裁

判
実

務
へ

の
適

用
が

で
き

る
教

官
候

補
生

の
養

成
状

況
 

・
 

専
門

家
、

司
法

関
係

者
へ

の
聞

き
取

り
調

査
 

・
 

会
合

議
事

録
及

び
発

表
資

料
 

1（
2）

-2
 ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

で
の

議
論

を
通

じ
、

主
に

裁
判

所
で

の
事

例
に

基
づ

い
た

民
事

法
関

連
教

材
が

作
成

さ
れ

る
。

 
・
 

専
門

家
、

司
法

関
係

者
へ

の
聞

き
取

り
調

査
 

・
 

作
成

教
材

 
1（

3）
-1

 ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
活

動
を

通
じ

て
、

弁
護

士
養

成
校

に
て

講
師

を
務

め
る

こ
と

の
で

き
る

人
材

が
養

成
さ

れ
る

 
・
 

専
門

家
、

司
法

関
係

者
へ

の
聞

き
取

り
調

査
 

・
 

会
合

議
事

録
及

び
発

表
資

料
 

＜
成

果
＞

 
1.

 
【人

材
育

成
・能

力
強

化
①

】 
M

O
J（

１
）、

R
S
JP

（２
）、

B
A
K
C

（３
）、

R
U
LE

（４
）に

て
民

法
・民

事
訴

訟
法

を
体

系
的

に
理

解
し

、
運

用
で

き
る

中
核

人
材

が
育

成
さ

れ
る

。
1  

 

1（
4）

-1
 ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

活
動

を
通

じ
て

、
新

民
事

法
を

理
解

し
た

大
学

講
師

が
養

成
さ

れ
る

。
 

・
 

専
門

家
、

司
法

関
係

者
へ

の
聞

き
取

り
調

査
 

・
 

会
合

議
事

録
及

び
発

表
資

料
 

他
省

庁
起

案
の

法
令

案

を
チ

ェ
ッ

ク
す

る
等

の
司

法
省

の
役

割
が

変
化

し

な
い

。
 

 カ
ン

ボ
ジ

ア
側

各
実

施

機
関

、
協

力
機

関
が

将

来
中

核
と

な
り

う
る

若
手

人
材

を
ワ

ー
キ

ン
グ

グ

ル
ー

プ
メ

ン
バ

ー
に

任

命
す

る
。

 

 
 

・
司

法
省

内
検

討
チ

ー
ム

に
お

い
て

、

検
討

内
容

・回
答

結
 

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

1  
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
に
つ
い
て
は
、
各
４
機
関
そ
れ
ぞ
れ
に
結
成
す
る
こ
と
を
想
定
し
て
い
る
が
、
現
地
に
お
け
る
実
態
・
実
情
に
即
し
て
、
柔
軟
に
対
応
す
る
こ
と
と
す
る
。
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2-
1 

ジ
ョ
イ

ン
ト
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

会
合

の
開

催
実

績
 

・
 

会
合

記
録

 
2-

2 
ジ

ョ
イ

ン
ト
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

会
合

に
お

け
る

発
表

内
容

 
・
 

各
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

発
表

資
料

 
2-

3 
ジ

ョ
イ

ン
ト

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
会

合
を

通
じ

て
の

協
議

内
容

及
び

協
議

結
果

と
り

ま
と

め
 

・
 

会
合

議
事

録
 

2.
 

【人
材

育
成

・能
力

強
化

②
】 

司
法

省
職

員
及

び
法

曹
が

参
加

す
る

ジ
ョ
イ

ン
ト

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
に

て
、

各
４

機
関

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
の

代
表

者
に

よ
る

発
表

を
通

じ
て

、
関

係
者

間
で

民
法

及
び

民
事

訴
訟

法
に

関
す

る
知

識
が

共
有

さ
れ

、
実

務
上

の
問

題
に

関
す

る
共

通
認

識
が

形
成

さ
れ

る
と

と
も

に
、

議
論

さ
れ

た
結

果
が

資
料

と
し

て
取

り
ま

と
め

ら
れ

、
発

表
者

が
将

来
ト

レ
ー

ナ
ー

と
し

て
の

役
割

を
担

い
う

る
能

力
が

養
成

さ
れ

る
。

 
 

2-
4 

ジ
ョ
イ

ン
ト

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
会

合
で

の
発

表
に

お
い

て
、

質
問

へ
の

適
切

な
回

答
が

で
き

る
な

ど
、

ト
レ

ー
ナ

ー
と

し
て

の
能

力
向

上
が

確
認

さ
れ

る
。

 

・
 

専
門

家
、

司
法

関
係

者
へ

の
聞

き
取

り
調

査
 

・
 

会
合

議
事

録
及

び
発

表
資

料
 

3-
1 

照
会

・質
問

対
応

体
制

が
整

備
さ

れ
る

 
・ 

 
体

制
整

備
や

人
員

配
置

（任
命

メ
ン

バ
ー

リ
ス

ト
）に

係
る

文
書

 

 
 

果
等

に
つ

い
て

、
記

録
と

し
て

保
管

・
集

積
さ

れ
る

。
 

 

3-
2
司

法
省

内
の

対
応

チ
ー

ム
に

て
、

内
外

か
ら

の
質

問
・照

会
に

関
し

、
検

討
の

上
、

回
答

案
が

作
成

さ
れ

る
。

 
・
 

照
会

・質
問

事
項

に
関

す
る

省
内

検
討

会
開

催
記

録
・
 

照
会

・質
問

事
項

検
討

議
事

録
 

・
 

専
門

家
へ

の
確

認
セ

ッ
シ

ョ
ン

記
録

 
・
 

専
門

家
、

司
法

省
関

係
者

、
司

法
関

係
者

へ
の

聞
き

取
り

調
査

 

 

3-
3

必
要

に
応

じ
て

日
本

人
専

門
家

チ
ー

ム
に

検
討

内
容

を
整

理
し

た
上

で
、

照
会

し
、
よ

り
精

度
の

高
い

回
答

を
行

う
。

 
・
 

照
会

内
容

 
・
 

回
答

記
録

 
 

3.
 

【司
法

省
に

よ
る

民
事

法
運

用
支

援
】 

司
法

省
が

内
部

・外
部

か
ら

の
照

会
や

質
問

及
び

、
民

事
関

連
法

令
の

起
草

・改
正

、
運

用
に

対
し

、
適

切
に

対
応

す
る

体
制

及
び

能
力

が
整

備
、

育
成

さ
れ

る
。

 

3-
4

司
法

省
内

検
討

チ
ー

ム
に

お
い

て
、

検
討

内
容

・回
答

結
果

等
に

つ
い

て
、

記
録

と
し

て
保

管
・集

積
さ

れ
る

。
 

・
 

検
討

内
容

 
・
 

回
答

記
録

 
 

4-
1 

民
法

関
連

不
動

産
登

記
共

同
省

令
の

起
草

実
績

 
・
 

起
草

さ
れ

た
省

令
 

 
4-

2 
民

法
関

連
不

動
産

登
記

共
同

省
令

の
運

用
に

必
要

な
様

式
や

マ
ニ

ュ
ア

ル
等

の
整

備
状

況
 

・
 

作
成

さ
れ

た
マ

ニ
ュ

ア
ル

や
様

式
 

 
4.

 【
起

草
支

援
】 

民
法

関
連

不
動

産
登

記
共

同
省

令
が

成
立

し
、

適
切

な
運

用
の

た
め

に
必

要
な

知
識

の
普

及
が

行
わ

れ
る

。
 

4-
3 

民
法

関
連

不
動

産
登

記
共

同
省

令
に

関
す

る
普

及
セ

ミ
ナ

ー
の

実
施

実
績

 
・
 

普
及

セ
ミ

ナ
ー

開
催

記
録

 
 

＜
活

動
＞

 
＜

投
入

＞
 

 
＜

日
本

＞
 

＜
カ

ン
ボ

ジ
ア

＞
 

＜
長

期
専

門
家

＞
 

＜
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
＞

 
・
 

総
括

 
・
 

人
材

養
成

（民
事

法
理

論
） 

・
 

人
材

養
成

（民
事

法
実

務
） 

・
 

不
動

産
登

記
共

同
省

令
起

草
・
普

及
支

援
/業

務
調

整
 

 ＜
短

期
専

門
家

＞
 

 前
提

条
件

 

 0 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
当

初
に

お
け

る
裁

判
所

で
の

民
事

法
運

用
状

況
に

つ
い

て
の

実
態

調
査

（ベ
ー

ス
ラ

イ
ン

調
査

）を
実

施
す

る
。

 
 【１

．
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

活
動

】 
（１

）M
O

J
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

 
1-

1-
1 

M
O

J
が

M
O

J
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

（W
G

）メ
ン

バ
ー

を
選

出
、

任
命

し
、

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
を

結
成

す
る

。
 

1-
1-

2 
週

に
１

回
程

度
を

目
途

に
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

会
合

を
開

催
す

る
。

 
1-

1-
3 

W
G

メ
ン

バ
ー

が
、

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
に

て
日

本
人

専
門

家
の

講
義

等
も

交
え

、
民

法
・民

訴
法

に
関

す
る

全
体

的
な

理
解

を
深

め
る

。
 

1-
1-

4 
必

要
に

応
じ

、
W

G
メ

ン
バ

ー
が

、
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

の
中

で
、

普
及

セ
ミ

ナ
ー

等
で

の
講

義
資

料
な

ど
を

作
成

す
る

。
 

・
 

短
期

専
門

家
 
1

名
×

0.
2

月
×

4
回

/年
 

＜
研

修
員

受
入

＞
 

・
 

本
邦

研
修

（1
0

名
×

0.
5

ヶ
月

×
2

回
／

年
） 

 ＜
供

与
機

材
＞

 
・
 

必
要

性
に

基
づ

い
て

限
定

的
に

投
入

 

・
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
責

任
者

：司
法

大
臣

 
・
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
･マ

ネ
ー

ジ
ャ

ー
：司

法
省

次
官

（立
法

化
担

当
）、

R
A
JP

学
院

長
 

・
 

協
力

機
関

：司
法

省
、

R
A
JP

、
弁

護
士

会
（B

A
K
C

）、
R
U
LE

 
・
 

構
成

員
：各

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
メ

ン
バ

ー
（*

） 
 ＜

施
設

・機
材

＞
 

・
 

司
法

省
内

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
用

オ
フ

ィ
ス

 
・
 

R
S
JP

内
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
用

オ
フ

ィ
ス

 
・
 

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
会

合
及

び
ジ

ョ
イ

ン
ト

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
セ

ッ
シ

ョ
ン

開
催

の
た

め
の

会
議

室
･教

室
 

・
 

そ
の

他
関

連
施

設
･機

材
 

 

4
機

関
の

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
メ

ン
バ

ー
の

大
幅

な
人

事
異

動
等

が
発

生
し

な
い

。
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各
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

メ
ン

バ
ー

が
民

事
法

を
体

系
的

に
理

解
す

る
重

要
性

を
認

識
し

、
主

体
的

に
活

動
に

取
り

組
む

。
 

                                  

1-
1-

5 
W

G
メ

ン
バ

ー
が

、
ジ

ョ
イ

ン
ト
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

会
合

で
の

発
表

者
を

各
回

毎
に

選
定

す
る

。
 

1-
1-

6 
W

G
メ

ン
バ

ー
が

、
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

会
合

で
の

講
義

、
議

論
を

ま
と

め
て

、
ジ

ョ
イ

ン
ト

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
会

合
で

の
発

表
資

料
を

作
成

す
る

。
 

 （２
）R

S
JP

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
 

1-
2-

1 
R
S
JP

が
R
S
JP

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
（W

G
）メ

ン
バ

ー
を

選
出

、
任

命
し

、
R
S
JP

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
を

結
成

す
る

。
 

1-
2-

2 
週

に
１

回
程

度
を

目
途

に
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

会
合

を
開

催
す

る
。

 
1-

2-
3 

W
G

メ
ン

バ
ー

が
、

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
に

て
、

実
際

の
事

例
等

に
基

づ
き

、
設

定
テ

ー
マ

に
関

す
る

デ
ィ
ス

カ
ッ

シ
ョ
ン

を
行

う
。

 
1-

2-
4 

W
G

メ
ン

バ
ー

が
、

ジ
ョ
イ

ン
ト
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

会
合

で
の

発
表

者
を

各
回

毎
に

選
定

す
る

。
 

1-
2-

5 
W

G
メ

ン
バ

ー
が

、
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

会
合

で
の

議
論

を
ま

と
め

て
、

ジ
ョ
イ

ン
ト

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
会

合
へ

の
発

表
資

料
を

作
成

す
る

。
 

 （３
）B

A
K
C

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
 

1-
3-

1 
B
A
K
C

が
、

B
A
K
C

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
（W

G
）メ

ン
バ

ー
を

選
出

、
任

命
し

、
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

を
結

成
す

る
。

 
1-

3-
2 

週
に

１
回

程
度

を
目

途
に

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
会

合
を

開
催

す
る

。
 

1-
3-

3 
W

G
メ

ン
バ

ー
が

、
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

に
て

、
設

定
テ

ー
マ

に
関

す
る

実
際

の
事

例
等

に
基

づ
き

、
メ

ン
バ

ー
に

よ
る

デ
ィ

ス
カ

ッ
シ

ョ
ン

を
行

う
。

 
1-

3-
4 

W
G

メ
ン

バ
ー

が
、

ジ
ョ
イ

ン
ト
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

会
合

で
の

発
表

者
を

各
回

毎
に

選
定

す
る

。
 

1-
3-

5 
W

G
メ

ン
バ

ー
が

、
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

会
合

で
の

議
論

を
ま

と
め

て
、

ジ
ョ
イ

ン
ト

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
セ

ッ
シ

ョ
ン

へ
の

発
表

資
料

を
作

成
す

る
。

 

 （４
）R

U
LE

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
 

1-
4-

1 
R
U
LE

が
R
U
LE

の
民

事
常

勤
教

員
を

中
心

と
す

る
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

（W
G

）メ
ン

バ
ー

を
選

出
、
任

命
し

、
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

を
結

成
す

る
。

 
1-

4-
2 

週
に

１
回

程
度

を
目

途
に

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
会

合
を

開
催

す
る

。
 

1-
4-

3 
W

G
メ

ン
バ

ー
が

、
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

に
て

日
本

人
専

門
家

の
講

義
等

も
交

え
、

特
に

旧
法

と
比

較
し

な
が

ら
、

新
民

法
・民

訴
法

に
関

す
る

全
体

的
な

理
解

を
深

め
る

。
 

1-
4-

4 
W

G
メ

ン
バ

ー
が

、
ジ

ョ
イ

ン
ト
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

会
合

で
の

発
表

者
を

各
回

毎
に

選
定

す
る

。
 

1-
4-

5 
W

G
メ

ン
バ

ー
が

、
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

会
合

で
の

講
義

、
議

論
を

ま
と

め
て

、
ジ

ョ
イ

ン
ト

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
セ

ッ
シ

ョ
ン

へ
の

発
表

資
料

を
作

成
す

る
。

 
 

 ＜
現

地
業

務
費

＞
 

・
 

現
地

セ
ミ

ナ
ー

開
催

費
用

等
 

 ＜
国

内
支

援
体

制
＞

 
・
 

民
法

作
業

部
会

 
・
 

民
事

訴
訟

法
作

業
部

会
 

・
 

不
動

産
登

記
支

援
ア

ド
バ

イ
ザ

リ
ー

グ
ル

ー
プ

 
  

＜
ロ

ー
カ

ル
･コ

ス
ト
> 

・
 

カ
ン

ボ
ジ

ア
職

員
の

給
与

 
・
 

供
与

機
材

に
関

す
る

税
関

手
続

費
用

、
国

内
移

動
費

、
保

管
費

用
、

設
置

費
用

 
・
 

施
設

・資
機

材
維

持
管

理
費

用
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【２
．

ジ
ョ
イ

ン
ト
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

活
動

】 
（１

）ジ
ョ
イ

ン
ト
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

開
催

の
た

め
の

活
動

 
2-

1-
1

各
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

か
ら

代
表

者
が

選
定

さ
れ

、
ジ

ョ
イ

ン
ト
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

事
務

局
が

結
成

さ
れ

る
。

 
2-

1-
2 

事
務

局
会

合
が

開
催

さ
れ

、
テ

ー
マ

設
定

が
行

わ
れ

る
と

と
も

に
、

各
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

で
の

発
表

担
当

項
目

及
び

ジ
ョ
イ

ン
ト

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
の

開
催

日
程

が
決

定
・通

知
さ

れ
る

。
 

 （２
）ジ

ョ
イ

ン
ト
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

に
お

け
る

活
動

 
2-

2-
1 

ジ
ョ
イ

ン
ト

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
会

合
が

開
催

さ
れ

、
各

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
か

ら
の

発
表

と
そ

れ
に

対
す

る
メ

ン
バ

ー
か

ら
の

コ
メ

ン
ト
、

質
疑

応
答

が
行

わ
れ

る
。
 

2-
2-

2 
テ

ー
マ

や
必

要
性

に
応

じ
て

、
各

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
メ

ン
バ

ー
以

外
の

関
係

者
を

オ
ブ

ザ
ー

バ
ー

参
加

さ
せ

、
よ

り
広

い
関

係
者

と
議

論
お

よ
び

理
解

の
共

有
を

図
る

。
 

2-
2-

3 
ジ

ョ
イ

ン
ト

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
で

の
議

論
を

議
事

録
に

取
り

ま
と

め
、

関
係

４
者

間
で

共
有

す
る

と
と

も
に

、
発

表
資

料
と

と
も

に
保

管
す

る
。

 
2-

2-
4 

ジ
ョ
イ

ン
ト

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
で

の
成

果
を

定
期

出
版

物
（ジ

ャ
ー

ナ
ル

）の
形

に
取

り
ま

と
め

、
発

行
す

る
。

 
 【３

．
司

法
省

の
内

部
・外

部
照

会
・質

問
対

応
能

力
強

化
】 

（１
）内

部
・外

部
か

ら
の

民
事

法
関

連
質

問
対

応
 

3-
1-

1
司

法
省

が
、

民
法

・民
事

訴
訟

法
の

運
用

に
関

し
て

、
内

部
・外

部
か

ら
寄

せ
ら

れ
る

質
問

に
対

応
す

る
窓

口
・検

討
チ

ー
ム

を
設

定
し

、
必

要
な

人
員

配
置

を
行

う
。

 
3-

1-
2 

司
法

省
が

、
検

討
チ

ー
ム

に
て

、
回

答
す

べ
き

も
の

と
す

べ
き

で
な

い
も

の
を

仕
分

け
た

う
え

で
、

質
問

内
容

を
検

討
し

、
回

答
案

を
作

成
す

る
。

 
3-

1-
3 

司
法

省
が

、
3-

1-
2

の
検

討
に

お
い

て
、

日
本

側
の

支
援

が
必

要
と

思
料

し
た

質
問

に
つ

い
て

は
、

検
討

チ
ー

ム
に

お
い

て
問

題
点

の
整

理
を

行
い

、
回

答
案

を
作

成
し

た
上

、
日

本
人

専
門

家
チ

ー
ム

へ
照

会
を

す
る

。
 

3-
1-

4 
日

本
人

専
門

家
チ

ー
ム

が
、

3-
1-

3
の

回
答

案
に

関
す

る
照

会
に

対
し

、
回

答
の

可
否

及
び

是
非

を
検

討
し

、
検

討
チ

ー
ム

と
の

セ
ッ

シ
ョ
ン

に
お

い
て

、
必

要
に

応
じ

て
回

答
す

る
。

 
3-

1-
5 

司
法

省
か

ら
質

問
者

に
対

し
回

答
す

る
と

と
も

に
、

質
問

対
応

に
つ

い
て

、
検

討
内

容
・回

答
結

果
等

に
つ

き
、

記
録

と
し

て
保

管
・集

積
す

る
。

 

 （２
）他

省
庁

か
ら

の
法

令
案

に
関

す
る

照
会

対
応

 
3-

2-
1 

司
法

省
が

、
他

省
庁

所
管

の
法

令
案

に
関

す
る

照
会

を
一

元
的

に
受

け
付

け
る

体
制

を
整

備
す

る
。

 
3-

2-
2 

司
法

省
が

、
民

法
・民

事
訴

訟
法

、
そ

の
他

の
法

令
と

の
整

合
性

を
確

認
の

上
、

回
答

案
を

作
成

す
る

。
 

3-
2-

3 
司

法
省

が
、
3-

2-
2

の
検

討
に

お
い

て
、

日
本

側
の

支
援

が
必

要
と

思
料

し
た

質
問

に
つ

い
て

は
、

検
討

チ
ー

ム
に

お
い

て
問

題
点

の
整

理
を

行
い

、
回

答
案

を
作

成
し

た
上

、
日

本
人

専
門

家
チ

ー
ム

へ
照

会
を

す
る

。
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3-
2-

4
日

本
人

専
門

家
チ

ー
ム

が
、
3-

2-
3

の
回

答
案

に
関

す
る

照
会

に
対

し
、

回
答

の
可

否
及

び
是

非
を

検
討

し
、

検
討

チ
ー

ム
と

の
セ

ッ
シ

ョ
ン

に
お

い
て

、
必

要
に

応
じ

て
回

答
す

る
。

 
3-

2-
5 

司
法

省
か

ら
他

省
庁

へ
の

回
答

を
行

う
と

と
も

に
、

検
討

内
容

・回
答

結
果

等
に

つ
き

、
記

録
と

し
て

保
管

・集
積

す
る

。
 

 （３
）司

法
省

起
案

民
事

関
連

法
令

へ
の

対
応

 
3-

3-
1 

司
法

省
が

、
省

内
に

て
起

草
・改

正
が

必
要

な
民

事
関

連
法

令
に

関
す

る
体

制
を

構
築

し
、

必
要

な
人

員
配

置
を

行
う

。
 

3-
3-

2 
司

法
省

内
に

て
起

草
を

行
う

過
程

に
お

い
て

、
条

文
案

等
に

関
し

、
日

本
側

の
見

解
・支

援
が

必
要

な
も

の
に

つ
い

て
、

具
体

的
に

起
草

班
に

て
問

題
点

の
整

理
を

行
う

。
 

3-
3-

3
司

法
省

が
、

3-
3-

2
の

検
討

に
お

い
て

、
日

本
側

の
支

援
が

必
要

と
思

料
し

た
質

問
に

つ
い

て
は

、
検

討
チ

ー
ム

に
お

い
て

問
題

点
の

整
理

を
行

い
、

回
答

案
を

作
成

し
た

上
、

日
本

人
専

門
家

チ
ー

ム
へ

照
会

を
す

る
。

 
3-

3-
4

日
本

人
専

門
家

チ
ー

ム
が

、
3-

2-
3

の
回

答
案

に
関

す
る

照
会

に
対

し
、

回
答

の
可

否
及

び
是

非
を

検
討

し
、

検
討

チ
ー

ム
と

の
セ

ッ
シ

ョ
ン

に
お

い
て

、
必

要
に

応
じ

て
回

答
す

る
。

 

 

 
 

 

【４
．

不
動

産
登

記
共

同
省

令
に

関
す

る
活

動
】 

4-
1 

司
法

省
・国

土
省

の
共

同
コ

ミ
ッ

テ
ィ

に
て

民
法

関
連

不
動

産
登

記
省

令
を

起
草

す
る

。
 

4-
2

必
要

に
応

じ
、

民
法

関
連

不
動

産
登

記
省

令
の

運
用

に
必

要
な

様
式

や
マ

ニ
ュ

ア
ル

等
を

作
成

す
る

。
 

4-
3 

司
法

省
及

び
国

土
省

が
、

民
法

関
連

不
動

産
登

記
省

令
に

関
す

る
普

及
セ

ミ
ナ

ー
を

実
施

す
る

。
 

 

 
 

 

 （*
）：

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
期

間
中

の
メ

ン
バ

ー
の

見
直

し
及

び
交

代
等

に
関

し
て

は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
専

門
家

と
協

議
の

上
、

当
該

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
関

連
機

関
が

決
定

し
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
マ

ネ
ー

ジ
ャ

ー
に

報
告

す
る

。
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0 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
当

初
に

お
け

る
裁

判
所

で
の

民
事

法
運

用
状

況
に

つ
い

て
の

実
態

調
査

（
ベ

ー
ス

ラ
イ

ン
調

査
）
を

実
施

す
る

。
1 1-
1

1-
1-

1
M

O
J
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

メ
ン

バ
ー

を
選

出
、

任
命

し
、

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
を

結
成

す
る

。
1-

1-
2

週
に

１
回

程
度

を
目

途
に

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
会

合
を

開
催

す
る

。
1-

1-
3

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
に

て
日

本
人

専
門

家
の

講
義

等
も

交
え

、
民

法
・
民

訴
法

に
関

す
る

基
礎

全
体

的
な

理
解

を
深

め
る

。
1-

1-
4

必
要

に
応

じ
、

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
の

中
で

、
普

及
セ

ミ
ナ

ー
等

で
の

講
義

資
料

や
普

及
の

た
め

の
制

度
紹

介
パ

ン
フ

レ
ッ

ト
な

ど
を

作
成

す
る

。
1-

1-
5

ジ
ョ

イ
ン

ト
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

会
合

で
の

発
表

者
を

各
回

毎
に

選
定

す
る

。
1-

1-
6

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
会

合
で

の
講

義
、

議
論

を
ま

と
め

て
、

ジ
ョ

イ
ン

ト
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

会
合

で
の

発
表

資
料

を
作

成
す

る
。

1-
2

1-
2-

1
R

S
J
P
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

メ
ン

バ
ー

を
選

出
、

任
命

し
、

R
S
J
P

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
を

結
成

す
る

。

1-
2-

2
週

に
１

回
程

度
を

目
途

に
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

会
合

を
開

催
す

る
。

1-
2-

3
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

に
て

、
実

際
の

事
例

等
に

基
づ

き
、

設
定

テ
ー

マ
に

関
す

る
デ

ィ
ス

カ
ッ

シ
ョ

ン
を

行
う

。
1-

2-
4

ジ
ョ

イ
ン

ト
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

会
合

で
の

発
表

者
を

各
回

毎
に

選
定

す
る

。
1-

2-
5

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
会

合
で

の
議

論
を

ま
と

め
て

、
ジ

ョ
イ

ン
ト

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
会

合
へ

の
発

表
資

料
を

作
成

す
る

。
1-

3
1-

3-
1

B
A

K
C

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
メ

ン
バ

ー
を

選
出

、
任

命
し

、
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

を
結

成
す

る
。

1-
3-

2
週

に
１

回
程

度
を

目
途

に
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

会
合

を
開

催
す

る
。

1-
3-

3
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

に
て

、
設

定
テ

ー
マ

に
関

す
る

実
際

の
事

例
等

に
基

づ
き

、
メ

ン
バ

ー
に

よ
る

デ
ィ

ス
カ

ッ
シ

ョ
ン

を
行

う
。

1-
3-

5
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

会
合

で
の

議
論

を
ま

と
め

て
、

ジ
ョ

イ
ン

ト
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

セ
ッ

シ
ョ

ン
へ

の
発

表
資

料
を

作
成

す
る

。
1-

4
1-

4-
1

R
U

L
E
の

民
事

常
勤

教
員

を
中

心
と

す
る

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
メ

ン
バ

ー
を

選
出

、
任

命
し

、
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

を
結

成
す

る
。

1-
4-

2
週

に
１

回
程

度
を

目
途

に
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

会
合

を
開

催
す

る
。

1-
4-

3
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

に
て

日
本

人
専

門
家

の
講

義
等

も
交

え
、

特
に

旧
法

と
比

較
し

な
が

ら
、

新
民

法
・
民

訴
法

に
関

す
る

全
体

的
な

理
解

を
深

め
る

。
1-

4-
4

ジ
ョ

イ
ン

ト
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

会
合

で
の

発
表

者
を

各
回

毎
に

選
定

す
る

。
1-

4-
5

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
会

合
で

の
講

義
、

議
論

を
ま

と
め

て
、

ジ
ョ

イ
ン

ト
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

セ
ッ

シ
ョ

ン
へ

の
発

表
資

料
を

作
成

す
る

。
2 2-
1

2-
1-

1
各

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
か

ら
代

表
者

が
選

定
さ

れ
、

ジ
ョ

イ
ン

ト
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

事
務

局
が

結
成

さ
れ

る
。

2-
1-

2
事

務
局

会
合

が
開

催
さ

れ
、

テ
ー

マ
設

定
が

行
わ

れ
る

と
と

も
に

、
各

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
で

の
発

表
担

当
項

目
及

び
ジ

ョ
イ

ン
ト

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
の

開
催

日
程

が
決

定
・
通

知
さ

れ
る

。

【
２

．
ジ

ョ
イ

ン
ト

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
活

動
】
司

法
省

職
員

及
び

法
曹

が
参

加
す

る
ジ

ョ
イ

ン
ト

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
に

て
、

各
４

機
関

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
の

代
表

者
に

よ
る

発
表

を
通

じ
て

、
関

係
者

間
で

民
法

及
び

民
事

訴
訟

法
に

関
す

る
知

識
が

共
有

さ
れ

、
実

務
上

の
問

題
に

関
す

る
共

通
認

識
が

形
成

さ
れ

る
と

と
も

に
、

議
論

さ
れ

た
結

果
が

資
料

と
し

て
取

り
ま

と
め

ら
れ

る
と

と
も

に
、

発
表

者
が

将
来

ト
レ

ー
ナ

ー
と

し
て

の
役

割
を

担
い

う
る

能
力

が
養

成
さ

れ
る

。

ジ
ョ

イ
ン

ト
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

開
催

の
た

め
の

活
動

T
en

ta
tiv

e 
P

la
n 

of
 O

pe
ra

tio
n

B
A

K
C

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ

R
U

L
E
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

20
15

20
13

20
14

Ja
n.

 -
 M

ar
.

A
pr

. -
 J

un
e

Ju
l. 

- 
S

ep
.

O
ct

. -
 D

ec
.

Ja
n.

 -
 M

ar
.

1-
3-

4
ジ

ョ
イ

ン
ト

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
会

合
で

の
発

表
者

を
各

回
毎

に
選

定
す

る
。

T
im

e 
fr

am
e

A
pr

. -
 J

un
e

20
12

M
O

J
 ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

【
１

．
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

活
動

】
M

O
J
、

R
S

J
P

、
B

A
K
C

、
R

U
L
E
に

て
民

法
・
民

事
訴

訟
法

を
体

系
的

に
理

解
し

、
運

用
で

き
る

中
核

人
材

が
育

成
さ

れ
る

。

R
S

J
P

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ

Ja
n.

 -
 M

ar
.

Ju
l. 

- 
S

ep
.

Ja
n.

 -
 M

ar
.

O
ct

. -
 D

ec
.

A
pr

. -
 J

un
.

Ju
l. 

- 
S

ep
.

O
ct

. -
 D

ec
.

T
en

ta
ti

ve
 P

la
n

 o
f 

O
p

er
at

io
n

O
ct

. -
 D

ec
.

A
pr

. -
 J

un
.

Ju
l. 

- 
S

ep
.

20
15

A
pr

. -
 J

un
.

Ju
l. 

- 
S

ep
.

O
ct

. -
 D

ec
.

20
16

Ja
n.

 -
 M

ar
.
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20
15

20
13

20
14

Ja
n.

 -
 M

ar
.

A
pr

. -
 J

un
e

Ju
l. 

- 
S

ep
.

O
ct

. -
 D

ec
.

Ja
n.

 -
 M

ar
.

T
im

e 
fr

am
e

A
pr

. -
 J

un
e

20
12

Ja
n.

 -
 M

ar
.

Ju
l. 

- 
S

ep
.

Ja
n.

 -
 M

ar
.

O
ct

. -
 D

ec
.

A
pr

. -
 J

un
.

Ju
l. 

- 
S

ep
.

O
ct

. -
 D

ec
.

O
ct

. -
 D

ec
.

A
pr

. -
 J

un
.

Ju
l. 

- 
S

ep
.

20
15

A
pr

. -
 J

un
.

Ju
l. 

- 
S

ep
.

O
ct

. -
 D

ec
.

20
16

Ja
n.

 -
 M

ar
.

2-
2

2-
2-

1
ジ

ョ
イ

ン
ト

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
会

合
が

開
催

さ
れ

、
各

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
か

ら
の

発
表

と
そ

れ
に

対
す

る
メ

ン
バ

ー
か

ら
の

コ
メ

ン
ト

、
質

疑
応

答
が

行
わ

れ
る

。
2-

2-
2

テ
ー

マ
や

必
要

性
に

応
じ

て
、

各
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

メ
ン

バ
ー

以
外

の
関

係
者

を
オ

ブ
ザ

ー
バ

ー
参

加
さ

せ
、

よ
り

広
い

関
係

者
と

議
論

及
び

理
解

の
共

有
を

図
る

。
2-

2-
3

ジ
ョ

イ
ン

ト
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

で
の

議
論

を
議

事
録

に
取

り
ま

と
め

、
関

係
４

者
間

で
共

有
す

る
と

と
も

に
、

発
表

資
料

と
と

も
に

保
管

す
る

。
2-

2-
4

ジ
ョ

イ
ン

ト
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

で
の

成
果

を
定

期
出

版
物

（
ジ

ャ
ー

ナ
ル

）
の

形
に

取
り

ま
と

め
、

発
行

す
る

。
3 3-
1

3-
1-

1
司

法
省

が
、

民
法

・
民

事
訴

訟
法

の
運

用
に

関
し

て
、

内
部

・
外

部
か

ら
寄

せ
ら

れ
る

質
問

に
対

応
す

る
窓

口
・

検
討

チ
ー

ム
を

設
定

し
、

必
要

な
人

員
配

置
を

行
う

。
3-

1-
2

司
法

省
が

、
検

討
チ

ー
ム

に
て

、
回

答
す

べ
き

も
の

と
す

べ
き

で
な

い
も

の
を

仕
分

け
た

う
え

で
、

質
問

内
容

を
検

討
し

、
回

答
案

を
作

成
す

る
。

3-
1-

3
対

応
検

討
に

際
し

、
日

本
側

の
支

援
が

必
要

な
も

の
に

つ
い

て
、

検
討

チ
ー

ム
に

て
問

題
点

の
整

理
を

行
っ

た
う

え
で

、
専

門
家

と
の

確
認

セ
ッ

シ
ョ

ン
の

中
で

照
会

を
行

う
。

3-
1-

4
日

本
側

に
て

質
問

へ
の

回
答

の
可

否
・
是

非
を

検
討

の
上

、
必

要
に

応
じ

て
質

問
へ

の
回

答
を

検
討

し
、

専
門

家
と

の
確

認
セ

ッ
シ

ョ
ン

の
中

で
回

答
を

行
う

。
3-

1-
5

司
法

省
か

ら
質

問
者

に
対

し
回

答
す

る
と

と
も

に
、

質
問

対
応

に
つ

い
て

、
検

討
内

容
・
回

答
結

果
等

に
つ

き
、

記
録

と
し

て
保

管
・
集

積
す

る
。

3-
2

3-
2-

1
司

法
省

が
、

他
省

庁
所

管
の

法
令

案
に

関
す

る
照

会
を

一
元

的
に

受
け

付
け

る
体

制
を

整
備

す
る

。
3-

2-
2

司
法

省
が

、
民

法
・
民

事
訴

訟
法

、
そ

の
他

の
法

令
と

の
整

合
性

を
確

認
の

上
、

回
答

案
を

作
成

す
る

。
3-

2-
3

照
会

対
応

に
際

し
、

日
本

側
の

支
援

が
必

要
な

も
の

に
つ

い
て

、
検

討
チ

ー
ム

に
て

問
題

点
の

整
理

を
行

っ
た

う
え

で
、

専
門

家
と

の
確

認
セ

ッ
シ

ョ
ン

の
中

で
照

会
を

行
う

。
3-

2-
4

日
本

側
に

て
質

問
へ

の
回

答
の

可
否

・
是

非
を

検
討

の
上

、
必

要
に

応
じ

て
質

問
へ

の
回

答
を

検
討

し
、

専
門

家
と

の
確

認
セ

ッ
シ

ョ
ン

の
中

で
回

答
を

行
う

。

3-
2-

5
司

法
省

か
ら

他
省

庁
へ

の
回

答
を

行
う

と
と

も
に

、
検

討
内

容
・
回

答
結

果
等

に
つ

き
、

記
録

と
し

て
保

管
・
集

積
す

る
。

3-
3

3-
3-

1
司

法
省

が
、

省
内

に
て

起
草

・
改

正
が

必
要

な
民

事
関

連
法

令
に

関
す

る
体

制
を

構
築

し
、

必
要

な
人

員
配

置
を

行
う

。
3-

3-
2

司
法

省
内

に
て

起
草

を
行

う
過

程
に

お
い

て
、

条
文

案
等

に
関

し
、

日
本

側
の

見
解

・
支

援
が

必
要

な
も

の
に

つ
い

て
、

具
体

的
に

起
草

班
に

て
問

題
点

の
整

理
を

行
っ

た
う

え
で

、
専

門
家

と
の

確
認

セ
ッ

シ
ョ

ン
の

中
で

照
会

を
行

う
。

3-
3-

3
日

本
側

に
て

質
問

へ
の

回
答

の
可

否
・
是

非
を

検
討

の
上

、
必

要
に

応
じ

て
質

問
へ

の
回

答
を

検
討

し
、

専
門

家
と

の
確

認
セ

ッ
シ

ョ
ン

の
中

で
回

答
を

行
う

。
4 4-
1

司
法

省
・
国

土
省

の
共

同
コ

ミ
ッ

テ
ィ

に
て

民
法

関
連

不
動

産
登

記
省

令
を

起
草

す
る

。
4-

2
必

要
に

応
じ

、
民

法
関

連
不

動
産

登
記

省
令

の
運

用
に

必
要

な
様

式
や

マ
ニ

ュ
ア

ル
等

を
作

成
す

る
。

4-
3

司
法

省
及

び
国

土
省

が
、

民
法

関
連

不
動

産
登

記
省

令
に

関
す

る
普

及
セ

ミ
ナ

ー
を

実
施

す
る

。

ジ
ョ

イ
ン

ト
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

に
お

け
る

活
動

【
３

．
司

法
省

の
内

部
・
外

部
照

会
・
質

問
対

応
能

力
強

化
】
司

法
省

が
内

部
・
外

部
か

ら
の

照
会

や
質

問
及

び
、

民
事

関
連

法
令

の
起

草
・
改

正
に

対
し

、
民

法
・
民

事
訴

訟
法

の
適

切
な

運
用

に
必

要
な

範
囲

で
、

回
答

・
対

応
す

る
体

制
及

び
能

力
が

整
備

、
育

成
さ

れ
る

。

他
省

庁
か

ら
の

法
令

案
に

関
す

る
照

会
対

応

内
部

・
外

部
か

ら
の

民
事

法
関

連
質

問
対

応

司
法

省
起

案
民

事
関

連
法

令
に

関
す

る
質

問
対

応

【
４

．
不

動
産

登
記

共
同

省
令

に
関

す
る

活
動

】
民

法
関

連
不

動
産

登
記

共
同

省
令

が
成

立
し

、
適

切
な

運
用

の
た

め
に

必
要

な
知

識
の

普
及

が
行

わ
れ

る
。

附属資料５ 
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